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会計基準の国際的調和とE32
平 松 夫
1．国際会計基準E32
　1989年1月に国際会計基準委員会（lnternational　Accounting　Standards
Committee，　IASC）が公開草案第32号（E32）「財務諸表の比較可能
性」（Dを公表して以来，会計基準の国際的調和をめぐる問題が注目を集め，
活発な議論が展開されている。
　IASCは，米国，カナダ，メキシコ，イギリス，西ドイツ，フランス，
オランダ，オーストラリア，日本の9か国の職業会計士団体により1973年6
月に設立され，1989年1月現在で77か国102団体を擁するに至っている。「国
際会計基準委員会一その目的と手続一」によれば，IASCの役割は，適切
で調和のとれた，国際的に比較可能な会計原則の作成と採用に貢献し，か
つ，財務諸表の作成に当り，それらが遵守されることを促進することにある
（第7項）。またその目的は，（a）財務諸表の作成提示にあたり準拠すべき
会計基準を公共の利益のために公表し，かつ，これが世界的に承認され遵守
されることを促進し，（b）財務諸表の作成提示に関する規則，会計基準およ
び手続の改善および調和に向けて広く活動することである（第8項）（2）。
（1）国際会計基準委員会r公開草案第32号　財務諸表の比較可能性』（Comparability　of
　Financial　Statements）（1989年1月1日）。
（2）国際会計基準委員会『国際会計基準委員会（lnternational　Accounting　Standards
　Committee，　IASC）について』による。
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　IASCは1975年に国際会計基準（International　Accounting　Standards）
の第1号を公表して以来，E32に至るまで，29の基準と2つの公開草案を
公表してきた。，しかし，こうしたIASCの活動にもかかわらず，E32ま
での国際会計基準は無視されてきたといわざるをえない。それは，従来公表
された国際会計基準が多数の代替的な会計処理基準を認めているため事実上
基準たりえないこと，米国や日本のような影響力の大きい国がこれを軽視し
てきたこと，国際会計基準の取扱範囲が限定されているために具体的指針と
して機能しえないこと，IASCの構成員が長く職業会計士団体のみに限定
されてきたこと，などによるものと考えられる（3＞。
　ところが，E32を契機として，このような状況に突然の変化が訪れた。
：本稿では，会計基準の国際的調和にとって極めて重要な意味をもつと思われ
るE32を中心に，その背景と内容，これに対する米国とわが国の反応，お
よび今後の方向について考察しようとするものである。
2．E32の背景と内容
　1　E32の背景
　E32が公表された背景には，最近における企業活動の国際化，資本市場
の自由化・国際化にともなう，財務諸表の比較可能性への要請がある。現在
のところ，各国の会計基準が異なるため，財務諸表は国際的に比較可能でな
い状況にある（4＞。多国籍企業は，外国基準で作成した子会社の財務諸表を本
国基準で作成した親会社の財務諸表と連結することがある。これは，それ自
体が無意味であるにとどまらず，企業外部の利用者にとって重大な問題をも
（3）村山徳五郎rr国際会計基準』の新様相」rJICPAジャーナル』第405号（1989年4
　月），P．4
（4）平松一夫「会計基準の国際的調和の必要性」r旬刊経理情報』第580号（1990年2月20
　日），pp，4－10および第581号（1990年3月1日）pp，20－24．
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たらすものである。こうした状況を克服するために，世界的に統一された会
計基準の導入が必要とされている。
　ところが，IASCが公表する国際会計基準は強制力をもたないため，各
国における国際会計基準の導入状況は一様でない（5＞。わが国では商法および
証券取引法の会計規制のもとで，部分的に国際会計基準が採り入れられてい
るが，先に述べたように，国際会計基準は事実上無視されてきたといってよ
い。こうした状況で国際会計基準を国内法化するには，各国の会計基準設定
機関がかかわりをもっことが直接的には必要となるが，少なくともこうした
機関を擁する国際諸機関の支援がまず必要であるといえよう。
　さて，IASCでは，1981年から諮問グループ（Consultative　Group）を構
成している。諮問グループは，各会員国からの工ASCの理事会代表と定期
的に会合をもち，IASCの作業から生じた原則や方針および国際会計基準
の受け入れに影響を及ぼす実践上および概念上の問題点について討議してい
る（「手続」第18項）。諮問グループには，1987年より証券監督者国際機構…
（International　Organisation　of　Securities　Commissions　and　Similar
Organisations，10SCO）が，また1988年から米国FASBが参加しており，
1990年3月目らはECも参加することとなった。さらにオブザーバーとして
OECDおよび国連が参加している（6）。
　最近における会計基準の国際的調和とくにE32については，　IOSCO
がこれを支援していることが重要である。IoscoeXlgS7年に結成され，
（5）国際会計基準を自国の会計基準として採用している国として，マレーシア，パキスタ
　ン，トリニダードトバゴ，ザンビア等がある。また，国際会計基準を自国の会計基準の
　基礎として採用している国として，シンガポール，エジプト，インド，フィジー等があ
　り，カナダ，オーストラリアでは新しい会計基準の基礎として国際会計基準を利用して
　いる。これについては，村山徳五郎監修，斎藤昭一・奥山章雄編『会社経理の最新号
　題』（中央経済社，1990年）pp，446－467を参照。
（6）国際会計基準委員会『国際会計基準委員会（lnternational　Accounting　Standards
　Committee，　IASC）について』による。
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米国SECやわが国の大蔵省も加盟しており，1988年にはIASCに対して
後にE32となるような基準の作成を要請しているの。このようにして，工
OSCOの支持を受けつつ，　IASCが会計の国際的調和に対して指導的役
割を果たすべき状況が整ってきたわけである。その場合，従来の国際会計基
準がもつ問題点，すなわち複数の会計処理が並存すること，実務的ガイダン
スが欠如していること，取扱範囲が狭いこと等が課題となる（8）。そこで工A
SCでは，まず複数の会計処理が並存するという状況を解消するべくE32
の作成に着手することとなり，1987年3月に理事会でこれをテーマとするこ
とを決定し，続いて1987年7月に米国，フランス，オランダ，南アフリカ，
日本の代表からなる起草委員会を設けたのである。起草委員会の委員長に
は，米国の元FASB委員であり元IASC米国代表であるウォルターズ
（Ralph　E．　Walters）氏が選ばれた。そして米国，カナダ，フランスの証券取
引委員会という政府機関代表がオブザーバーとして参加することとなっ
た（9）。
　こうして1989年1月には公開草案E32「財務諸表の比較可能性」が公表
される運びとなり，1989年9月までの9か月間がコメント期間とされたので
ある。
　2　E32の内容
　E32の目的は，「現行の国際会計基準で認められている会計処理の自由
な選択を除去することを提案することにある。」（para．3）すなわち，代替的
な会計処理が，類似する取引及び事象に関する自由な選択としてある場合に
は，！つの会計処理を除き他の部分を除去することによって，また代替的な
（7）徳永忠昭rr財務諸表の比較可能性』の趣旨と概要」r企業会計』（1989年8月），
　p．　43．
（8）白鳥栄一「国際会計基準の新しい展開一国際会計基準公開草案第32号r財務諸表の
　比較可能性』をめぐって」『旬刊経理情報』第563号（1989年8月20日・9月1日合併
　号），p，35．
（9）藤田幸男「会計基準の国際的調和化は進むか」『企業会計』（1990年3月），p，6．
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会計処理が，異なる状況において適用しなければならない異なる会計処理と
してある場合には，適切な会計処理が採用されることを確かめることによっ
て，財務諸表の国際的比較可能性を高めようというものである（para．18）。
　この目的のため，E32では従来の基準の見直しを行うこととし，「企業
の財務諸表における純利益，資産および負債に関する定義，認識，測定およ
び表示に重大な影響を及ぼすであろう国際会計基準の自由な選択について」
（para．14）取り扱うこととした。具体的には，国際会計基準のうち第2，
8，9，11，16，17，18，19，21，22，23，25号の12基準について，改訂提
案を行っているのである。＜表1＞がその内容を要約表示している（lo）。なお，
〈表1＞の備考欄は，欄外注記に示したように，後述する「趣旨書」が公開
草案を変更したかどうかを記号で表したものである。
　E32は，基本的には，類似する取引および事象に関して1つの会計処
理を「規定処理（required　treatment）」とすることとし，1つ以上の会計
処理を残す必要があるような場合においては，1つの処理を「優先的処理
（preferred　treatment）」として，また，その他の処理を「認められた代替的
処理（allowed　alternative　treatment）」として識別した（para，21）。会計処
理方法の決定にあたり，E32では以下の基準が採用された（para．19）。
（a）現在の世界的な実務並びに各国の会計基準，法律及び一般に認められ
　　た会計原則の趨勢。
（b）　「財務諸表の作成表示に関する枠組み」（E32の公表時には公開草
　　案）への準拠。
（c）規制監督者及びその代表団体，例えば，証券監督者国際機i構（10S
　　CO）などの見解。
（10）〈表1＞は，E32に掲載されている原資料に，国際会計基準の号数と「趣旨書」と
　の対比を追加して作成したものである。
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表4　財務諸表の比較可能性に関する提案の要約表
E32公開草案における改訂案 備　考IAS 項　　　　　目
規定又は優先的処理 認められた代替的処理 除去された処理 （趣旨書）
2 棚卸資産の原価配分 ●先入先出法及び加重平均原ｿ法
●後入先出法 ●基準在高法 ×
重大な誤謬及び脱漏の訂 ●留保利益の期首残高を修正 ●当期の損益に含める。
8 正並びに会計方針の変更
ﾉよる修正
する。
恃芒r表示されている情報を ●改訂後の仮定計算による比 ○
改訂する。 較可能な情報を表示する。
開発費の認識 ●費用として直ちに認識す ●開発費が特定の基準を満た
9 る。 す場合には，資産として認 X
識する。
工事契約に関する収益及 ●工事進行基準 ●工事完成基準
11 び純利益の認識 ●利益の認識条件を満たさな
@い場合には，関連する費用 ○
の額まで収益を認識する。
16 有形固定資産の測定 ●取得原価で測定する。 ●再評価額で測定する。 ◎
他の資産との交換によっ ●類似性のない取得資産に関 ●類似性のない取得資産に
て取得した有形固定資産 しては，公正価値 関しては，譲渡資産の正
16 の測定 ●類似性のある取得資産に関
味帳簿価格●類似性のある取得資産に ?
しては，譲渡資産の正味帳 関しては，公正価格
簿価格
以前に損益に借記した再 ●当期の損益に認識する。 ●株主持分に認識する。
ユ6 評価による減少額に関連ｷる再評価による増加額 ◎
の認識
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貸手によるファイナンス ●レバレッジド・リース以外 ●レバレッジド・リース以
リースに関する金融収益 のファイナンスリースに関 外のファイナンスリース
の認識 しては，正味リース投資未 に関しては，正味現金投
17 回収額法 資未回収額法 △
●レバレッジド・リースに関 ●レバレヅジド・リースに
しては，正味現金投資未回 関しては，正味リース投
収額法 資未回収額法
18 役務の給付取引に関する精vの認識
●進行基準 ●完了基準 ?
19 退職給付のコストの決定 ●発生給付評価方式 ●予測給付評価方式
?
退職給付のコストの決定 ●予測給与に関する仮定を導 ●予測給与に関する仮定は
19 に当たっての予測給与の 入する。 導入しない。 ◎
採用
過去勤務コスト，実績に ●加入従業員の平均見積残存 ●その発生時に当期の損益
19 よる修正額及び保険数理v算上の仮定の変更の影
在職期間に近似する期間に
墲ｽって，組織的に認識す
に認識する。 ○
順繰の認識 る。
21 長期貨幣項目に関する外争ﾗ替の損益の認識
●ヘッジされない限り，当期
ﾌ損益に認識する。
●繰延べて当期及び将来の
匇ﾔの損益に認識する。
?
大幅な通貨切下げに対し ●当期の損益に認識する。 ●資産の原価の一部として認
てヘヅジする実際的手段 識する。
21 がないことから生じる， ◎
資産の取得に関する外国
為替の損失の認識
在外事業体の損益計算書 ●取引日の為替レート（又は ●決算日レート
21 項目の換算に用いる為替 平均レート）
?
レート
?????????????。。?
oo??
ー???
損益計算書項目を決算日 ●株主持分に認識する。 ●当期の損益に認識する。
21 レート以外の為替レートﾅ換算することから生じ ◎
る差額の処理
超インフレ経済下にある ●換算前に，IAS第　　号 ●事前の修正表示なしに財
21 子会社 「超インフレ経済下の財務
?吹vに準拠して，財務諸
務諸表を換算する。 ◎
表を修正表示する。
親会社の営業と不可分で ●ヘッジされない限り，当該 ●それらが，大幅な通貨切下 ●繰延べて当期及び将来の
ある在外営業活動体の換 期間の損益に認識する。 げに対してヘッジする実際 期間の損益に認識する。
21 算差額の処理 的手段がないことから生じ ◎
る場合に，資産の原価の一
部として認識する。
企業結合の会計処理 ●取得に対してはパーチェス ●持分の結合に対しては
22 法●持分の結合に対しては持分 パーチェス法 ○
プーリング法
正ののれんの処理 ●資産として認識し，その有 ●株主持分を直接修正す
効期間にわたって組織的基 る。
準に基づき償却し，損益に
22 計上する。より長期の償却
匇ﾔ（いかなる場合も、20年
?
を超えてはならない）が正
当化されない限り，5年を
超えない期間で償却する。
負ののれんの処理 ●個々の非貨幣資産に配分す ●繰延利益として処理し，正 ●株主持分を直接修正す
る。かかる配分後に，負の ののれんと同様に組織的基 る。
22 のれんが残っている場合にﾍ、繰延利益として処理し、
準に基づき認識する。 ◎
正ののれんと同様に組織的
基準に基づき認識する。
oo?
ー???
22 企業結合から生じる少数博蜴摯ｪの測定
●取得前帳簿価額で測定す
@る。
●取得後の公正価値で測定す
@る。 ◎
借入費用の認識 ●費用として直ちに認識す ●資産が意図したように使用
る。 又は販売するまでに相当の
23 期間を要するものは，当該 ×
資産の原価の一部として認
識する。
25 長期投資の測定 ●取得原価で測定する。 ●再評価額で測定する。 △
長期投資として保有され ●取得原価で測定し，一時的 ●再評価額で測定する。 ●ポートフォリオ基準に基
25 る市場性ある持分証券の でない価値の下落は，個々 つく取得原価と時価のい △
測定 の投資ごとに認識する。 ずれか低い価額で測定す
る。
25 投資不動産の測定 ●減価償却後の取得原価で測閧ｷる。
●再評価額で測定する。 ●減価償却なしの取得原価
@で測定する。 ◎
短期投資の測定 ●時価で測定する。 ●個々の投資ごとに，取得原 ●ポートフォリオ基準に基
25 価と時価のいずれか低い価 つく取得原価と時価のい △
額で測定する。 ずれか低い価額で測定す
る。
25 短期投資の時価の増減のF識
●当期の損益に認識する。 ●再評価剰余金に認識す
@る。 △
25 以前に再評価剰余金に認
ｯした実現利得の認識
●利益剰余金に振替える。 ●当期の損益に認識する。 ?
（注）備考（趣旨書）欄の◎は公開草案と同じであるもの，○は若干の変更があるが事実上同じであるもの，△は検討が保留され
　たもの，×は実質的に変更されたものを表す。
??、????????????。
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（d）同一の国際会計基準の中での首尾一貫性及び他の国際会計基準との首
　　尾一貫性。
　このうち（b）の「財務諸表の作成表示に関する枠組み」は，外部の利用
者のための財務諸表の作成表示の基礎をなす諸概念を述べたもので（「枠組
み」para．1），1986年11月に起草委員会が設けられ，1988年5月に案として公
表された。そして1989年7月には，「財務諸表の作成表示に関する枠組み
（Framework　for　the　Preparation　and　Presentation　of　Financial
Statements）」（以下，「枠組み」とよぶ）として確定され，公表されている。
E32の優先的処理の決定にあたって，この「枠組み」に準拠したのは，全
部ではなく第11，16，19，21，22号に関するものであった（m。
　E32はこのように，「優先的処理」と「認められた代替的処理」を定めて
いるが，「認められた代替的処理」を採用して財務諸表を提示している企業
は，純利益および株主持分の金額を「優先的処理」を採用した場合に算定さ
れる金額に調整iしなければならないこととしている（para．22）。
3．E32に対する日米の反応
　1．米国FASBの反応
　では，国際会計基準の動向に多大の影響をもつと思われる米国，とりわけ
米国における会計基準の設定機関である：FASB（財務会計基準審議会）
は，会計基準の国際化およびE32に対して，どのような姿勢をとっている
のであろうか。この点について，FASB委員長のペレスフォード（Dennis
Beresford）氏が，1989年8月のアメリカ会計学会年次大会において講演を
行っているので，ここではそれにもとづき，FASBの考え方をみることと
（IDより具体的には，徳永忠昭「『財務諸表の作成表示に関する枠組み』のめざすもの」
　r旬刊経理情報』第563号（1989年8月20日・9月1日合併号），pp，43－44を参照のこ
　と。
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する（12＞。
　FASBは従来，国内の利害の調整と信頼の獲得につとめてきたが，最近
は，特に国際的基準とのかかわりを深めている。、それを物語るものとして次
のようなことがらが挙げられる。
　（1）FASBは1988年9月にIASCの諮問グルーフ。に加わった。
　（2）外国の会計基準設定機関との関係を強化している。
　㈲外国で出版された著書や基準の分析を行っている。
　（4）外国経験をもつ会計土をFASBのスタッフに迎えている。
　これらは，全体として会計基準の国際化に対するFASBの使命を果たす
上で基礎となるものである。
　国際会計基準が注目されるようになったのは，金融市場のグローバリゼー
ション（globalization）による。しかし，金融市場は単一の世界的市場として
存在するのではなく，個々の国内市場が世界的に結合して存在するのであ
る。そして今日，グローバリゼーションとフラグメンテーション（fragmen－
tation）が同時に起こっている。グローバリゼーションは通信技術，金融商品
によって促進され，そこでは国際会計基準が受け入れられる。しかし，国内
市場は外国の影響から守られており，そこでは国際会計基準は容易には受け
入れられない。国内では，国内要因にもとづき国内基準が設定される。例え
ば，米国のような控訴社会では詳細な基準が必要とされるし，高インフレ国
では固定資産の再評価がなされ，日本やドイツのように財務報告と税法との
一致が求められている国々では税法が国内の財務報告に多大の影響を及ぼ
し，また米国をはじめ先進諸国のように資本のフローを開かれた市場システ
ムに依存する国々では財務報告書にヨリ多くの情報が記載される。
（12）　Dennis　Beresford，　“lnternationalization　of　Accounting　Standards，”　Accounting
　Horizons（March　l　99e），pp，99－107また，同様の趣旨の論文として次のものがある。
　Dennis　Beresford，　“What’s　the　FASB　Doing　about　lnternational　Accounting
　Standards，”　Financial　Executive　（May／June　1990），　pp，　17－24
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　このような状況にあっては，国際会計基準の受容に悲観的になる者もいる
し，国際基準の方向に進むことによってベネフィットがあると考える者もい
る。その結果，国際基準と国内基準のいずれに優先順位をおくかという選択
を迫られることとなる。特に米国では，国際会計基準の導入に，次のような
障壁が存するのである。
　（D　米国の公式見解は国際会計基準よりも取扱範囲が広い。
　（2）米国の公式見解は国際会計基準よりも具体的で深い。
　（3）米国の公式見解は，そこに含まれない実務によりGAAPを形成して
　　いるが，国際会計基準にはそれがない。
　このようなことから，近い将来において，普遍的に認められる国際会計基
準を樹立することは無理であると思われる。では，どうずればよいか。これ
に関して，次のようなさまざまな対応策が考えられる。
　（1）外国企業が本国のGAAPで作成した財務諸表を受け入れる。
　（2）外国企業にもその進出の基準に準拠するよう要求する。
　（3）　IASCが試みているように，各国の会計基準を結びつける国際基準
　　を作成する。
　④　各国の証券当局が，外国で資金調達しているか否かにかかわらず国際
　　会計基準に準拠することを要求する。
　（5）短期的に各国の差を調整するためE32を採用し，長期的には会計基
　　準の国際化を図る。
　第1に，外国企業が本国のGAAPで作成した財務諸表を受け入れる方式
については，米国とカナダのように類似している国どうしでは可能だが，そ
うでない国どうしでは容易でない。この方式は利用者に負担をかけるだけで
なく，米国基準が他国より詳細であるため，この方式によれば米国企業が不
利益を蒙ることとなる。そのため，この方式を採用することはできない。
　第2に，外国企業にもその進出先導の基準に準拠するよう要求する方式の
場合には，当該進出粟国の資本市場では財務報告が比較可能となる。しか
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し，いくつかの国で投資する投資者にとってはこれは意味がない。また，米
国では開示要件が広範なため，外国企業が米国での資本調達を中止すること
につながる。そのため，この方式も採用することはできない。
　第3に，IASCが試みているように，各国の会計基準を結びつける国際
基準を作成する方式がある。この方式を採用すれぽ，各国企業が国際会計基
準に準拠することにより，外国で上場することも可能となる。しかし，その
場合にも外国企業と国内企業の比較はできない。また，国際会計基準の範囲
が狭く具体的でないため，国際会計基準に含まれない部分について企業が異
なる扱いをすることが考えられる。したがって，SECはE32が認められ
ても，登録企業が国際会計基準を用いることを当面は認めないであろう。
　第4に，各国の証券当局が，外国で資金調達しているか否かにかかわらず
国際会計基準に準拠することを要求する方式であるが，この方式でもなお，
第3の方式と同じ欠点が存する。
　第5に，短期的に各国間の差異を調整するたあにE32を採用し，長期的
には会計基準の国際的統一を図る方式がある。この方式が採用されるために
は，国際会計基準を各国の基準設定機関によって受け入れられる基準とする
ことが必要である。そのために，各国基準を徐々に国際基準に一致するよう
にすることが期待される。当面，会計基準の国際化のためには，第5の方式
が最も現実的である。
　なお，このような国際化を達成するには，会計基準それ自体だけでなく，
基礎概念についての一致をみるよう努力する必要がある。もちろん，その場
合であっても，基礎概念についての一致をみてから特定の国際会計基準を作
成するのではなく，両老を同時に進行させるべきである。
　ペレスフォード氏は概ね以上のように述べ，会計基準の国際化について，
従来のFASBにはみられない積極的かつ現実的な姿勢を示しているのであ
る。
　2．E32に対するわが国の反応
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　次に，E32に対するわが国の反応を，　IASCに対して送付された日本
公認会計士協会のコメントを中心にみるとともに，経済団体連合会および日
本証券アナリスト協会のコメントも簡単にみておくこととする。
　　（1）　日本公認会計士協会のコメント
　日本公認会計士協会（JICPA）はrIAS　E32『財務諸表の比較
可能性』に対するコメント」を公表した。当初JICPAは，E32に対す
るコメントに反対意見のみを記載する方針であったが，それでは日本の真意
を伝えられないとの見地から，国際的貢献をするためにも，積極的発言が必
要であると認識され，反対意見に加えて，意見留保および賛成を明記したコ
メントを提出したのである（13）。
　JICPAは総論としてはE32の趣旨に賛成している。しかし，E32
が会計処理の選択にあたって特定の国の実務を優先していると考えられるこ
と，また，わが国では法制度の違いからE32の提案のすべてを国内基準に
採り入れることが不可能であることを指摘し，当面は海外の取引所に上場等
を行う企業が海外向けに作成する財務諸表について国際会計基準に準拠する
ことを主張している。
　各論では，（1）反対意見を有しているために改訂を提案するもの、（2）わが国
の規則との差異が大きく，今後検討を要するために意見を留保するもの，（3）
わが国では目下検討中ないし未検討のために意見を留保するもの，（4）提案に
基本的に賛成のもの，に分けて論じている。その要点を示すと，以下のよう
になる。
（1）反対意見を有するもの。
　①第2号における棚卸資産の原価配分につき，E32が後入先出法（：L
　　IFO）を代替的処理として認め，優先的処理との差異を開示すること
（13）白鳥栄一・平松一夫「『財務諸表の比較可能性』と国際会計の展望」『企業会計』
　（1989年12月），p，92．
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　としていることに反対している。
②　第11号における工事契約に関する収益および純利益の認識につき，E
　32が工事完成基準を除去していることに反対している。
③第18号における役務の給付取引に関する収益の認識につき，E32が
　完了基準を除去していることに反対している。
④　第25号における短期投資の測定につき，E32がポートフォリオ基準
　に基づく低価法を除去していることに反対している。
（2）わが国の規則との差異が大きく，今後検討を要するために意見を留保
　するもの。
①第8号における重大な誤謬及び脱漏の訂正並びに会計方針の変更によ
　る修正につき，E32が留保利益の期首残高を修正し，比較表示されて
　いる情報を訂正することを優先的処理しているが，これはわが国では商
　法上採用できないとして，意見を留保している。
②第21号における長期貨幣項目に関する外国為替の損益の認識，在外事
　業体の損益計算書の換算差額，親会社の営業と不可分である在外営業活
　動体の財務諸表の換算につき，E32とわが国の規則との差異が大きい
　ため，意見を留保している。
③　第25号における短期投資の測定につきE32が時価による測定を優先
　的処理とし，また短期投資の時価の増減の認識につきE32が当期の損
　益に認識するとしていることはわが国の規則との差異が大きいため，意
　見を留保している。
（3）わが国では目下検討中ないし未検討のために意見を留保するもの。
①第17号におけるリースの会計処理。
②　第21号における超インフレ経済下の在外事業体の財務諸表の換算。
③第22号における企業結合の会計処理。
④　第25号における以前に再評価剰余金に認識した投資の実現利得。
（4）提案に基本的に賛成のもの。
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　①第9号における開発費の認識。
　②第16号における有形固定資産の会計。
　③第19号における退職給付のコストの決定。
　④第21号における大幅な通貨切下げまたは通貨下落時の扱い。
　⑤第23号における借入費用の認識。
　⑥第25号における投資の会計処理のうち，長期投資の貸借対照表記載額
　　および投資不動産の会計処理。
　　（2）経済団体連合会
　経済団体連合会経理懇談会による「国際会計基準委員会に対するコメン
ト」では，「国際会計基準公開草案についての基本的考え方」と「各論」に分
けて論じられている。
　まず，基本的考え方としては，各国証券規制機関が国際的資金調達に際し
て提出する財務諸表の準拠基準として国際会計基準を認知する場合には，各
国の多国籍企業が国際会計基準を利用するメリットが生じうるとした上で，
国際会計基準が国内基準と整合的であることが望ましいこと，企業間比較は
財務諸表の比較によるのみでなくその他の情報や格付けによって補完される
こと，企業が選択しうる会計基準を過度に制限することはその企業の適切な
評価を妨げること，公開草案を多数決によらずしかも各項目別に審議するこ
とが望ましいこと，を主張している。
　次に，各論では，まず優先的処理と代替的処理の区分を行うべきでないと
し，また，排除された処理方法の中で，わが国の会計慣行として定着してい
るために，認められた処理とすべきものがあると論じ，それぞれ具体的に項
目を列挙している。
　この論調からみて，少なくとも経団連はE32に賛成しているとはいえな
いであろう。
　　（3）　日本証券アナリスト協会
　日本証券アナリスト協会は，「国際会計基準公開草案第32号r財務諸表の
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比較可能性』に関する意見」において，E32に掲げられている趣旨につい
ては原則として賛意を表明して，その上で，わが国会計処理との相違が大き
いことなどの理由から，次の事項についてコメントを加えている。
（1）過年度における重大な誤謬及び脱漏の訂正並びに会計方針の変更によ
　　る修正
（2）工事契約に関する収益及び純利益の認識
（3）貸手によるファイナンスリースに関する金融収益の認識
（4）退職給付のコストの決定
（5）外貨建長期貨幣項目に関する外国：為替損益の認識
（6）短期投資の測定
4．趣旨書の公表
　E32の公表以来，各国の反響は大きく，前掲のわが国からの意見書をは
じめ，160通を超える意見書がIASCへ寄せられた。これらの意見書では，
E32の個々の提案内容に対する反対はみられるものの，公開草案を全体と
して支持することについてはほとんど異論がなかったとされている。（〔趣旨
書」para，7）多数の意見書を受けたIASCでは，1990年1月に起草委員会
でこれを分析し問題点を整理し，これを3月の理事会に提出した。そして
1990年6月の理事会では，E32に対する理事会の決議事項を「趣旨書
（Statement　oHntent）」として確定し，7月に公表した〔14）。
　趣旨書によれば，理事会はE32公開草案での提案事項について次のよう
に決定し（para．9，12），現行国際会計基準に関する実施作業を1993年初頭ま
でに終了する予定であるとしている（para．14）。
（1）E32における29の提案事項のうち21の提案事項に関しては，実質的
（14）国際会計基準委員会r財務諸表の比較可能性　趣旨書』（1990年7月）。
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　な変更なしに，国際会計基準（改訂版）に盛り込まなければならない。
　これには第8号，第11号，第16号，第18号，第19号，第21号，第22号お
　よび第25号に関連する事項が含まれる。（これらはく表1＞の備考欄に◎
　または○が付されている事項である。）これらの事項の改訂作業は，理
　事会での決定にもとづいてなされ，事実上再考はなされない。
（2）E32における3つの提案事項に関しては実質的な変更が必要であ
　り，したがって，それらの草案を再公開しなければならない。これには
　第2号の「棚卸資産の原価配分」，第9号の「開発費の認識」，および第
　23号の「借入費用の認識」に関する事項が含まれる。（これらはく表1＞
　の備考欄に×が付されている事項であり，その内容は〈表2＞に記載さ
　れている（15）。これらの事項についての改訂基準は再度公開され，寄せら
　れた意見を考慮して再検討される。
（3）5つの提案事項に関する再検討は，今後の作業結果が得られるまで保
　留しなければならない。これには第17号の「ファイナンスリースに関す
　る金融収益の認識」および第25号の「長期投資の測定」，「長期投資とし
　て保有される市場性ある持分証券の測定」，「短期投資の測定」，「短期投
　資の時価の増減の認識」に関する事項が含まれる。（これらはく表1＞の
　備考欄に△が付されている事項である。）これらの事項に関する必要な
　作業が終了次第，E32で提案された見解が実質的に変更されることと
　なる事項のみが再公開され，再検討される。
　　また，理事会は，類似する取引および事象に関する会計処理の自由な
　選択を引き続き認める場合には，「優先」という用語に代えて「標準」
　　（benchmark）という用語を用いることとした。これは，「標準」という
　用語により，代替処理のいずれかを選択する際の拠り所を明確にすると
　いう意向を反映するものである（para．10）。そして，公開草案では「優
（15）　＜表2＞は，「趣旨書」の付録2を転載したものである。
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表2　E32に対する変更事項
1AS 項　　　　　目 規定処理又は標準処理 認められる代替処理 除去された処理
2 棚卸資産の原価配分 ●先入先出法（FIFO）及 ●後入先出法（LIFO）及
び加重平均原価法 び基準在高法
開発費 ●開発費が特定の規準を満た ●特定の規準を満たす開発費
す口合には，資産として認 を，費用として認識する。
9 識し，規準を満たさない場
合には，費用として認識す
る。
借入費用 ●資産が意図したように使用 ■資産化規準を満たす借入費
又は販売するまでに相当の 用を，費用として認識す
期間を要するものは，当該 る。23
資産の原価の一部として認
識する。他の状況にあって
は，費用として認識する。
????????????????????
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先的処理」と「認められた代替的処理」との調整が要求されていたが，
趣旨書では調整規定を要求しないこととした（para．11）。
　理事会としては，長期的にはすべての証券発行者に対して，国際会計
基準の規定処理および標準処理に準拠した財務諸表の提示を求める意向
である。しかし当面は，国内基準で作成した財務諸表の国際会計基準
（規定処理および標準処理）への調整，または国際会計基準（規定処理
および標準処理）による財務諸表の作成を要求しようとしている10S
COの活動を引き続き支持することとしている（para．19）。
　IASCではまた，　E32で扱っていない事項について新たな基準を
作り取扱範囲を拡充することとしている。現在のプmジェクトには，
ジョイント・ベンチャー，金融商品，キャッシュ・フロー計算書，無形
固定資産及び一株当り利益がある（para」6）。
5．わが国における国際会計基準の適用
　これまでの指摘から明らかなように，「趣旨書」で確定した会計処理のう
ちいくつかの事項は，わが国の現行会計規定・実務と異なっており，かなり
の影響を与えると思われる。
　まず，第2号における棚卸資産の原価配分につき，趣旨書はE32で認め
られていた後入先出法の採用を認めないこととした。
　次に，第11号における工事契約に関する収益および純利益の認識につき，
工事進行基準を規定処理とし，工事完成基準が除去された。ただ，これにつ
いては「工事契約の最終的な結果を確実に見積ることができない場合には，
収益は，回収可能な発生した原価の額まで認識しなければならない」（16）とい
う一文により，妥協したとされている（17）。
（16）国際会計基準委員会r財務諸表の比較可能書　趣旨書』，p．21．
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　同様に，第18号における役務の給付取引に関する収益の認識につき，進行
基準を規定処理とし，完了基準が除去された。なお，これについても上記の
第1！号と同様の妥協的措置がとられている。
　また，第21号における長期貨幣項目に関する外国為替の損益の認識につ
き，ヘッジされている場合等を除き，当期の損益として認識される。これ
は，取得時または発生時の円換算：額を付すこととしているわが国の処理とは
異なっている。
　検討が留保された「リースの会計処理」や「投資の会計処理」も，今後の
取り扱い次第では，わが国会計の実務や基本原則に大きな影響を及ぼすこと
が予想される。
　このように，E32とその後に公表された「趣旨書」は，会計基準の国際
的調和にとって画期的な役割を果たすと期待されるとともに，わが国の会計
実務に対して多大の影響を及ぼすものである。国際会計基準は，当面は，外
国での資金調達に際して作成される財務諸表についてのみ適用されることと
なるであろうが，国内と外国で開示される情報が異なるのはやはり望ましい
ことでない。いずれは，すべての上場会社に，国際会計基準に準拠した財務
諸表の作成を要求する必要が生じるであろう。
　わが国では，依然として，国際会計基準の国内化に否定的な態度がみられ
るのも事実である。しかし，あらゆる局面でわが国の国際的貢献が期待され
ている現在，わが国はこれまでのように受動的姿勢に終始するのではなく，
むしろ主張すべきことは主張しつつ，小異を捨て，会計基準の国際的調和に
向けて指導的役割を果たすべきであると考える。法規制の障壁を超えて国際
会計基準の国内化を始めるべき時が，いま到来しているのである。
（17）白鳥栄一「エASE32『財務諸表の比較可能性』の確定コ『企業会計』（1990年9
　月），P．l16．
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